
議案第 ２ 号

沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一

部を改正する規則について

以下の理由により、沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条

例施行規則の一部を改正する規則案を別紙のとおり提出する。

令和４年２月10日提出

沖縄県教育委員会教育長 金城 弘昌

理 由

民法の一部を改正する法律（平成30年法律第59号）が公布され、令和４年４月１日か

ら民法（明治29年法律第89号）第４条に規定する成年年齢が20歳から18歳に引き下げら

れるため、親権に服することのない舎生が入舎することから規則の規定を整理する必要

がある。

これが、この議案を提出する理由である。

【参考・根拠規定】

民法（明治29年法律第89号）（抄）

（成年）

第４条 年齢十八歳をもって、成年とする。

（親権者）

第818条 成年に達しない子は、父母の親権に服する。

附 則（平成30年６月20日法律第59号）

（施行期日）

第１条 この法律は、平成34年４月１日から施行する。ただし、附則第26条の規定

は、公布の日から施行する。

（成年に関する経過措置）

第２条 この法律による改正後の民法（以下「新法」という。）第４条の規定は、こ

の法律の施行の日（以下「施行日」という。）以後に十八歳に達する者について適

用し、この法律の施行の際に二十歳以上の者の成年に達した時については、なお従

前の例による。



沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。

令和４年 月 日

沖縄県教育委員会

教育長 金 城 弘 昌

沖縄県教育委員会規則第 号

沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条例施行規則（平成27年沖縄県教育委員会

規則第15号）の一部を次のように改正する。

第12条第１項を次のように改める。

舎室に入舎しようとする者は、入舎の許可を受けたときは、入舎の日までにその保護者等（保護者（学

校教育法（昭和22年法律第26号）第16条に規定する保護者をいう。）その他のセンターに対して舎室に入舎

している者（以下「舎生」という。）に関する責任を負う者として教育委員会が定める者をいう。以下同

じ。）と連署した誓約書（第５号様式）を教育委員会に提出しなければならない。ただし、入舎を許可さ

れた者が独立の生計を営む成年者であるときは、入舎を許可された者が署名した誓約書を提出することを

もって足りる。

第12条第２項中「舎室に入舎した者（以下「舎生」という。）」を「舎生」に、「前項の保護者」を「保

護者等」に、「保護者と」を「保護者等と」に改め、同条第３項中「前２項の保護者」を「保護者等」に改

める。

第14条中「学校教育法（昭和22年法律第26号）」を「学校教育法」に改める。

「 「
第１号様式中 保護者 を 保護者等 に改め、同様式に注として次のように加える。

」 」

注 本人が独立の生計を営む成年者であるときは、保護者等の欄の記載は、不要である。

「 「
第２号様式中 保護者 を 保護者等 に改め、同様式注を次のように改める。

」 」

注 １ 本人が独立の生計を営む成年者であるときは、保護者等の欄の記載は、不要である。

２ 病気、けが等緊急時に対応できる方の連絡先をできるだけ記載してください。

第５号様式中「保護者」を「保護者等」に改め、同様式に注として次のように加える。

注 本人が独立の生計を営む成年者であるときは、保護者等の欄の記載は、不要である。

「 「
第６号様式中 保護者 を 保護者等 に改め、同様式注を次のように改める。

」 」

注 １ 本人が独立の生計を営む成年者であるときは、保護者等の欄の記載は、不要である。

２ 退学理由は、卒業、休学、留学、退学、アパート等への引っ越し等理由を記入してください。

「 「
第７号様式中 保護者 を 保護者等 に改め、同様式注を次のように改める。

」 」

注 １ 本人が独立の生計を営む成年者であるときは、保護者等の欄の記載は、不要である。

２ 理由は詳細に記入し、理由を証する証明書を添付すること。

「 「
第９号様式中 保護者 を 保護者等 に改め、同様式注を次のように改める。

」 」

注 １ 本人が独立の生計を営む成年者であるときは、保護者等の欄の記載は、不要である。

２ 使用料を納付したことを証明する領収書を添付すること。

「 「
第10号様式中 保護者 を 保護者等 に改め、同様式注３を同様式注４とし、同様式注２を同様

」 」

式３とし、同様式注１中「保護者」を「保護者等（本人が独立の生計を営む成年者であるときは、本

人）」に改め、同項を同様式注２とし、同様式注１として次の１項を加える。

１ 本人が独立の生計を営む成年者であるときは、保護者等の欄の記載は、不要である。

附 則

この規則は、令和４年３月１日から施行する。



規則案の概要の説明

部課名 教育庁教育支援課

１ 件名

沖縄県立離島児童生徒支援センターの設置及び管理に関する条例施行規則の一部

を改正する規則

２ 改正の経緯及び必要性

民法の一部を改正する法律（平成30年法律第59号）が公布され、令和４年４月１

日から民法（明治29年法律第89号）第４条に規定する成年年齢が20歳から18歳に引

き下げられるため、親権に服することのない舎生が入舎することから、入舎等の手

続きにおける保護者に関する規定を改める必要がある。

３ 改正案の概要

⑴ 成年に達した舎生に係る規定を整理する。（第12条及び第１及び２号様式、第

５号様式から第７号様式、第９及び第10号様式関係）

⑵ この規則は、令和４年３月１日から施行する。（附則）

４ 根拠法令

⑴ 民法（明治29年法律第89号）第４条及び第818条

⑵ 学校教育法（昭和22年法律第26号）第16条

５ 添付資料

⑴ 新旧対照表

⑵ 根拠法令の参照条文



新
旧
対
照
表
（
附
則
関
係
）

沖
縄
県
立
離
島
児
童
生
徒
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
平
成
2
7
年
教
育
委
員
会
規
則
第
1
5
号
）
新
旧
対
照
表

改
正

案
現

行

（
趣
旨
）

第
１
条

（
略
）

第
１
条

こ
の
規
則
は
、
沖
縄
県
立
離
島
児
童
生
徒
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
及
び
管
理
に
関
す
る
条

例
（
平
成
2
7
年
沖
縄
県
条
例
第
5
1
号
。
以
下
「
条
例
」
と
い
う
。
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
沖
縄
県

立
離
島
児
童
生
徒
支
援
セ
ン
タ
ー
（
以
下
「
セ
ン
タ
ー
」
と
い
う
。
）
の
管
理
に
関
し
必
要
な
事

項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

第
２
条
～
第
９
条

（
略
）

第
２
条
～
第
９
条

（
略
）

（
舎
室
に
入
舎
す
る
生
徒
の
募
集
）

第
1
0
条

（
略
）

第
1
0
条

舎
室
に
入
舎
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
入
舎
願
（
第
１
号
様
式
）
を
沖
縄
県
教
育
委
員
会

（
以
下
「
教
育
委
員
会
」
と
い
う
。
）
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
（
略
）

２
教
育
委
員
会
は
、
前
項
の
入
舎
願
が
提
出
さ
れ
た
場
合
は
、
当
該
入
舎
願
を
提
出
し
た
者
が
市

町
村
立
中
学
校
に
在
籍
す
る
と
き
は
当
該
中
学
校
を
所
管
す
る
市
町
村
教
育
委
員
会
に
、
そ
れ
以

外
の
学
校
に
在
籍
す
る
と
き
は
当
該
学
校
の
校
長
に
、
そ
れ
ぞ
れ
意
見
を
聴
く
こ
と
が
で
き
る
。

（
施
設
の
使
用
許
可
等
）

第
1
1
条

（
略
）

第
1
1
条

条
例
第
６
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
セ
ン
タ
ー
の
施
設
の
使
用
の
許
可
を
受
け
よ
う
と
す

る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
施
設
の
区
分
に
応
じ
、
あ
ら
か
じ
め
当
該
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を

教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
使
用
の
許
可
を
受
け
た
者
が
許
可
を
受
け
た
事
項

を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

⑴
舎
室

沖
縄
県
立
離
島
児
童
生
徒
支
援
セ
ン
タ
ー
舎
室
使
用
申
請
書
（
第
２
号
様
式
）

⑵
交
流
室

沖
縄
県
立
離
島
児
童
生
徒
支
援
セ
ン
タ
ー
交
流
室
使
用
申
請
書
（
第
３
号
様
式
）

２
（
略
）

２
教
育
委
員
会
は
、
施
設
の
使
用
の
許
可
又
は
変
更
の
許
可
を
し
た
と
き
は
、
沖
縄
県
立
離
島
児

童
生
徒
支
援
セ
ン
タ
ー
施
設
使
用
許
可
書
（
第
４
号
様
式
。
第
1
6
条
第
２
項
に
お
い
て
「
使
用
許

可
書
」
と
い
う
。
）
を
申
請
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

（
新
旧
対
照
表

1
ペ
ー
ジ
）

2
0
2
2
/
0
1
/
2
8
1
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（
誓
約
書
の
提
出
等
）

（
誓
約
書
の
提
出
等
）

第
1
2
条

舎
室
に
入
舎
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
入
舎
の
許
可
を
受
け
た
と
き
は
、
入
舎
の
日
ま
第
1
2
条

入
舎
を
許
可
さ
れ
た
者
は
、

入
舎
の
日
ま

で
に
そ
の
保
護
者
等
（
保
護
者
（
学
校
教
育
法
（
昭
和
2
2
年
法
律
第
2
6
号
）
第
1
6
条
に
規
定
す
る

で
に
そ
の
保
護
者

保
護
者
を
い
う
。
）
そ
の
他
の
セ
ン
タ
ー
に
対
し
て
舎
室
に
入
舎
し
て
い
る
者
（
以
下
「
舎
生
」

と
い
う
。
）
に
関
す
る
責
任
を
負
う
者
と
し
て
教
育
委
員
会
が
定
め
る
者
を
い
う
。
以
下
同

じ
。
）
と
連
署
し
た
誓
約
書
（
第
５
号
様
式
）
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

と
連
署
し
た
誓
約
書
（
第
５
号
様
式
）
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
た
だ
し
、
入
舎
を
許
可
さ
れ
た
者
が
独
立
の
生
計
を
営
む
成
年
者
で
あ
る
と
き
は
、
入

い
。

舎
を
許
可
さ
れ
た
者
が
署
名
し
た
誓
約
書
を
提
出
す
る
こ
と
を
も
っ
て
足
り
る
。

２
舎
生
は
、

保
護
者
等
に
変
更
が
２

舎
室
に
入
舎
し
た
者
（
以
下
「
舎
生
」
と
い
う
。
）
は
、
前
項
の
保
護
者

に
変
更
が

あ
っ
た
と
き
は
、
新
た
に
保
護
者
等
と
な
っ
た
者
と
連
署
し
た
誓
約
書
を
教
育
委
員
会
に

あ
っ
た
と
き
は
、
新
た
に
保
護
者

と
な
っ
た
者
と
連
署
し
た
誓
約
書
を
教
育
委
員
会
に

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
舎
生
は
、
保
護
者
等

の
住
所
又
は
氏
名
に
異
動
を
生
じ
た
と
き
は
、
速
や
か
に
３

舎
生
は
、
前
２
項
の
保
護
者

の
住
所
又
は
氏
名
に
異
動
を
生
じ
た
と
き
は
、
速
や
か
に

教
育
委
員
会
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

教
育
委
員
会
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
退
舎
の
手
続
）

第
1
3
条

（
略
）

第
1
3
条

舎
生
が
舎
室
を
退
舎
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
所
長
を
経
て
退
舎
願
（
第
６

号
様
式
）
を
教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
舎
室
の
使
用
期
間
）

（
舎
室
の
使
用
期
間
）

第
1
4
条

条
例
第
８
条
第
２
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事
由
は
、
第
1
4
条

条
例
第
８
条
第
２
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事
由
は
、

次
に
掲
げ
る
と
き
と
す
る
。

次
に
掲
げ
る
と
き
と
す
る
。

⑴
舎
生
が
、
学
校
教
育
法

第
5
6
条
に
規
定
す
る
修
業
年
限
を

⑴
舎
生
が
、
学
校
教
育
法
（
昭
和
2
2
年
法
律
第
2
6
号
）
第
5
6
条
に
規
定
す
る
修
業
年
限
を

超
え
て
在
学
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
舎
室
に
空
室
が
な
い
と
き
。

超
え
て
在
学
す
る
場
合
で
あ
っ
て
、
舎
室
に
空
室
が
な
い
と
き
。

⑵
前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
教
育
委
員
会
が
特
別
の
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
。

⑵
前
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
教
育
委
員
会
が
特
別
の
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
。

第
1
5
条

（
略
）

第
1
5
条

（
略
）

（
使
用
料
の
納
付
）

（
新
旧
対
照
表

2
ペ
ー
ジ
）

2
0
2
2
/
0
1
/
2
8
1
3
:
1
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（
新
旧
対
照
表

3
ペ
ー
ジ
）

2
0
2
2
/
0
1
/
2
8
1
3
:
1
9

第
1
6
条

（
略
）

第
1
6
条

舎
室
の
使
用
料
は
、
毎
月
末
日
ま
で
に
翌
月
分
を
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ

し
、
使
用
を
開
始
す
る
日
の
属
す
る
月
に
係
る
使
用
料
の
納
付
時
期
に
つ
い
て
は
、
入
舎
の
日
か

ら
起
算
し
て
1
4
日
目
を
納
付
期
限
と
す
る
。

２
～
５

（
略
）

２
交
流
室
の
使
用
料
は
、
使
用
許
可
書
の
交
付
を
受
け
る
際
に
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
条
例
第
９
条
第
２
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
特
別
の
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
次
に
掲

げ
る
と
き
と
す
る
。

⑴
経
済
的
事
情
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
徴
収
の
猶
予
の
必
要
が
あ
る
と
き
。

⑵
国
又
は
地
方
公
共
団
体
が
使
用
す
る
と
き
。

⑶
許
可
さ
れ
た
使
用
時
間
を
超
過
し
て
使
用
す
る
と
き
。

４
前
項
第
１
号
の
規
定
に
よ
り
使
用
料
の
徴
収
の
猶
予
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
沖
縄
県
立
離

島
児
童
生
徒
支
援
セ
ン
タ
ー
使
用
料
徴
収
猶
予
申
請
書
（
第
７
号
様
式
）
を
教
育
委
員
会
に
提
出

し
て
、
申
請
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５
前
項
の
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
教
育
委
員
会
は
、
徴
収
の
猶
予
を
認
め
た
と
き
は
、

沖
縄
県
立
離
島
児
童
生
徒
支
援
セ
ン
タ
ー
使
用
料
徴
収
猶
予
承
認
書
（
第
８
号
様
式
）
を
交
付
す

る
も
の
と
す
る
。

第
1
7
条

（
略
）

（
使
用
料
の
返
還
）

第
1
7
条

条
例
第
９
条
第
３
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
特
別
の
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
と
き
と
し
、
返
還
す
る
使
用
料
の
額
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
と
す
る
。

⑴
天
災
そ
の
他
施
設
の
使
用
許
可
を
受
け
た
者
（
以
下
「
使
用
者
」
と
い
う
。
）
の
責
め
に
帰

す
こ
と
が
で
き
な
い
事
情
に
よ
り
使
用
で
き
な
か
っ
た
と
き
。

当
該
使
用
料
の
全
額

⑵
使
用
料
を
減
免
さ
れ
た
使
用
者
が
当
該
使
用
料
を
既
に
納
入
し
て
い
る
と
き
。

減
免
さ
れ

２
（
略
）

た
使
用
料
の
全
額

２
条
例
第
９
条
第
３
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
使
用
料
の
返
還
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
沖

縄
県
立
離
島
児
童
生
徒
支
援
セ
ン
タ
ー
使
用
料
返
還
申
請
書
（
第
９
号
様
式
）
を
教
育
委
員
会
に

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
使
用
料
の
減
免
）

第
1
8
条

（
略
）

第
1
8
条

条
例
第
1
0
条
に
規
定
す
る
特
別
の
理
由
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る

と
き
と
し
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
と
お
り
減
額
し
、
又
は
免
除
す
る
も
の
と
す
る
。
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⑴
災
害
等
に
よ
り
施
設
を
使
用
で
き
な
か
っ
た
と
き
。

免
除

⑵
経
済
的
事
情
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
減
額
の
必
要
が
あ
る
と
き
。

５
割

⑶
離
島
（
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
施
行
令
（
平
成
1
4
年
政
令
第
1
0
2
号
）
第
１
条
の
規
定
に
よ
り

定
め
ら
れ
た
島
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
児
童
生
徒
及
び
そ
の
引
率
者
が
教
育
課
程
に
基
づ

く
教
育
活
動
と
し
て
使
用
す
る
と
き
。

免
除

⑷
離
島
の
伝
統
文
化
及
び
生
活
文
化
を
児
童
生
徒
に
発
信
し
、
又
は
継
承
す
る
活
動
と
し
て
使

用
す
る
と
き
。

免
除

⑸
国
、
沖
縄
県
又
は
沖
縄
県
内
の
市
町
村
が
主
催
又
は
共
催
す
る
研
修
等
で
あ
っ
て
、
離
島
の

振
興
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
使
用
す
る
と
き
。

免
除

２
・
３

（
略
）

２
条
例
第
1
0
条
の
規
定
に
よ
り
セ
ン
タ
ー
の
施
設
の
使
用
料
の
減
額
又
は
免
除
を
受
け
よ
う
と
す

る
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
施
設
の
区
分
に
応
じ
、
あ
ら
か
じ
め
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
を

教
育
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

⑴
舎
室

沖
縄
県
立
離
島
児
童
生
徒
支
援
セ
ン
タ
ー
舎
室
使
用
料
減
免
申
請
書
（
第
1
0
号
様

式
）

⑵
交
流
室

沖
縄
県
立
離
島
児
童
生
徒
支
援
セ
ン
タ
ー
交
流
室
使
用
料
減
免
申
請
書
（
第
1
1
号

様
式
）

３
教
育
委
員
会
は
、
使
用
料
の
減
額
又
は
免
除
を
承
認
し
た
と
き
は
、
沖
縄
県
立
離
島
児
童
生
徒

支
援
セ
ン
タ
ー
使
用
料
減
免
承
認
書
（
第
1
2
号
様
式
）
を
使
用
者
に
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

第
1
9
条

（
略
）

第
1
9
条

（
略
）

附
則

（
新
設
）

こ
の
規
則
は
、
令
和
４
年
３
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

第
１
号
様
式
（
第
1
0
条
関
係
）

第
１
号
様
式
（
第
1
0
条
関
係
）

保
護
者
等

保
護
者

注
本
人
が
独
立
の
生
計
を
営
む
成
年
者
で
あ
る
と
き
は
、
保
護
者
等
の
欄
の
記
載
は
、
不
要
で
（
新
設
）

あ
る
。

第
２
号
様
式
（
第
1
1
条
関
係
）

第
２
号
様
式
（
第
1
1
条
関
係
）
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保
護
者
等

保
護
者

注
１

本
人
が
独
立
の
生
計
を
営
む
成
年
者
で
あ
る
と
き
は
、
保
護
者
等
の
欄
の
記
載
は
、
不
（
新
設
）

要
で
あ
る
。

２
病
気
、
け
が
等
緊
急
時
に
対
応
で
き
る
方
の
連
絡
先
を
で
き
る
だ
け
記
載
し
て
く
だ
さ
注

病
気
、
け
が
等
緊
急
時
に
対
応
で
き
る
方
の
連
絡
先
を
で
き
る
だ
け
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

い
。

第
３
号
・
第
４
号
様
式

（
略
）

第
３
号
・
第
４
号
様
式

（
略
）

第
５
号
様
式
（
第
1
2
条
関
係
）

第
５
号
様
式
（
第
1
2
条
関
係
）

保
護
者
等

保
護
者

注
本
人
が
独
立
の
生
計
を
営
む
成
年
者
で
あ
る
と
き
は
、
保
護
者
等
の
欄
の
記
載
は
、
不
要
で
（
新
設
）

あ
る
。

第
６
号
様
式
（
第
1
3
条
関
係
）

第
６
号
様
式
（
第
1
3
条
関
係
）

保
護
者
等

保
護
者

注
１

本
人
が
独
立
の
生
計
を
営
む
成
年
者
で
あ
る
と
き
は
、
保
護
者
等
の
欄
の
記
載
は
、
不
（
新
設
）

要
で
あ
る
。

２
退
学
理
由
は
、
卒
業
、
休
学
、
留
学
、
退
学
、
ア
パ
ー
ト
等
へ
の
引
っ
越
し
等
理
由
を
記
注

退
学
理
由
は
、
卒
業
、
休
学
、
留
学
、
退
学
、
ア
パ
ー
ト
等
へ
の
引
っ
越
し
等
理
由
を
記
入
し

入
し
て
く
だ
さ
い
。

て
く
だ
さ
い
。

第
７
号
様
式
（
第
1
6
条
関
係
）

第
７
号
様
式
（
第
1
6
条
関
係
）

保
護
者
等

保
護
者

注
１

本
人
が
独
立
の
生
計
を
営
む
成
年
者
で
あ
る
と
き
は
、
保
護
者
等
の
欄
の
記
載
は
、
不
（
新
設
）

要
で
あ
る
。

２
理
由
は
詳
細
に
記
入
し
、
理
由
を
証
す
る
証
明
書
を
添
付
す
る
こ
と
。

第
８
号
様
式
（
略
）

第
８
号
様
式
（
略
）

第
９
号
様
式
（
第
1
7
条
関
係
）

第
９
号
様
式
（
第
1
7
条
関
係
）

保
護
者
等

保
護
者

注
１

本
人
が
独
立
の
生
計
を
営
む
成
年
者
で
あ
る
と
き
は
、
保
護
者
等
の
欄
の
記
載
は
、
不
（
新
設
）
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要
で
あ
る
。

２
使
用
料
を
納
付
し
た
こ
と
を
証
明
す
る
領
収
書
を
添
付
す
る
こ
と
。

注
使
用
料
を
納
付
し
た
こ
と
を
証
明
す
る
領
収
書
を
添
付
す
る
こ
と
。

第
1
0
号
様
式
（
第
1
8
条
関
係
）

第
1
0
号
様
式
（
第
1
8
条
関
係
）

保
護
者
等

保
護
者

注
１

本
人
が
独
立
の
生
計
を
営
む
成
年
者
で
あ
る
と
き
は
、
保
護
者
等
の
欄
の
記
載
は
、
不
（
新
設
）

要
で
あ
る
。

２
本
人
と
生
計
を
一
に
す
る
保
護
者
等
（
本
人
が
独
立
の
生
計
を
営
む
成
年
者
で
あ
る
と
注

１
本
人
と
生
計
を
一
に
す
る
保
護
者

き
は
、
本
人
）
の
市
町
村
民
税
所
得
割
額
を
証
明
す
る
に
足
り
る
書
類
を
添
付
す
る
こ
と
。

の
市
町
村
民
税
所
得
割
額
を
証
明
す
る
に
足
り
る
書
類
を
添
付
す
る
こ
と
。

３
家
計
急
変
等
の
事
由
を
証
明
す
る
に
足
り
る
書
類
を
添
付
す
る
こ
と
。

２
家
計
急
変
等
の
事
由
を
証
明
す
る
に
足
り
る
書
類
を
添
付
す
る
こ
と
。

４
※
印
欄
は
記
入
し
な
い
こ
と
。

３
※
印
欄
は
記
入
し
な
い
こ
と
。

第
1
1
号
・
第
1
2
号
様
式

（
略
）

第
1
1
号
・
第
1
2
号
様
式

（
略
）



【参照条文】

○民法（明治29年４月27日号外法律第89号）

（成年）

第４条 年齢十八歳をもって、成年とする。

（親権者）

第818条 成年に達しない子は、父母の親権に服する。

２ 子が養子であるときは、養親の親権に服する。

３ 親権は、父母の婚姻中は、父母が共同して行う。ただし、父母の一方が

親権を行うことができないときは、他の一方が行う。

附 則（平成30年６月20日法律第59号）

（施行期日）

第１条 この法律は、平成34年４月１日から施行する。ただし、附則第26条

の規定は、公布の日から施行する。

（成年に関する経過措置）

第２条 この法律による改正後の民法（以下「新法」という。）第４条の規定

は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）以後に十八歳に達する

者について適用し、この法律の施行の際に二十歳以上の者の成年に達した時

については、なお従前の例による。

２ この法律の施行の際に十八歳以上二十歳未満の者（次項に規定する者を

除く。）は、施行日において成年に達するものとする。

３ 施行日前に婚姻をし、この法律による改正前の民法（次条第３項におい

て「旧法」という。）第753条の規定により成年に達したものとみなされた者

については、この法律の施行後も、なお従前の例により当該婚姻の時に成年

に達したものとみなす。

○学校教育法（昭和22年３月31日法律第26号）

（普通教育の義務）

第16条 保護者（子に対して親権を行う者（親権を行う者のないときは、未

成年後見人）をいう。以下同じ。）は、次条に定めるところにより、子に九

年の普通教育を受けさせる義務を負う。


